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であった，モータ軸に連結される機械負荷としては，1 軸駆動の 3 慣性共振系程度の
比較的単純な機械モデルを使用していた．そのため上述のような機械振動問題に対し




















































本論文は第 1 章から第 6 章で構成される．各章の要点は以下の通りである． 
 
第 1 章「序論」 
本研究の背景と目的，各章の概要と関係性，各章と発表論文との関係について述べた． 
 




















































・論文誌[4]:T.Nagano,et al.”Model Based Development using Hardware In
the Loop Simulation for Servo Press Machine”
・国際会議[1]: T.Nagano,et al.” Model Based Development Using Hardware-
in-the-Loop Simulation for Drive System in Industrial Machine”
・国際会議 [2]: T.Nagano,et al.” Model Based Development for Servo





























































































図 2.3 にサーボアンプの一般的な制御系の構成を示す．位置制御が P 制御，速度制
御が PI 制御をベースとし，モータや機械など制御対象の特性あるいは用途に応じて，
指令ノッチフィルタ，振動抑制フィルタ，前置補償器などが付加される．産業機械の
位置制御は，ワークを A 点から B 点まで移動するといったポイント・ツー・ポイン
ト（Point to Point，以下 PTP）の位置決め制御が大半であるという特徴がある[8]．
また，産業機械で使用されるサーボ系は，様々な産業機械への対応，現場での制御パ
ラメータ調整の容易さや自動調整化への対応といった観点から，慣性モーメントの推
定値に基づく制御ゲインの自動調整機能等を搭載した PI 制御をベースとした 2 自由
度制御方式[9]-[11]に分類される方式が現在でも主流である[12][13]． 
 







































































図 2.4 産業機械のサーボ制御系における制御機器と機械の組合せ検証の流れ 
 
図 2.4 に，制御機器メーカによる制御機器と機械の組み合せた検証の流れを示す．




































































































































































(b) MILS／RCP／HILS 検証を使用した場合 
 

































































高い場合で 1000 rad/s 程度に設定される．位置応答は，速度応答の 3 分の 1 から 4
分の 1 程度に設定される．位置の目標値応答は，フィードバック制御系と同等あるい
は数倍に設定される． 






































































図 2.9 に，共振周波数が 1000 rad/s にある 2 慣性共振に対して，速度制御帯域を
450 rad/s に設定した場合のボード線図を示す．速度閉ループでは 1400 rad/s に振動
極のピークが現れている． 
図 2.10 は，図 2.8 において速度制御後段のノッチフィルタのノッチ周波数として，





















































solid : open loop
dot : closed loop








































































図 2.12 リニアサーボモータで駆動される実装機における架台振動 
 
 











































































































      
              
(a) アクティブマスダンパー   (b) アクティブ振動絶縁    (c) 無反動リニアモータ 
図 2.14 アクティブ制振装置の構成 
 
 






















































一方，2.2.1 で述べたように，従来から制御機器メーカは，MBD で使われる MILS，
RCP，HILS 検証と呼ばれる手法に独自の工夫を加えたものを用いてサーボアンプの








































































に配置されたノッチ深さが固定の 2 次 IIR(Infinite Impulse Response)ノッチフィルタの
ノッチ周波数を自動調整する方式 [7][8]，対象に含まれる 2 次振動系の減衰係数と固
有振動周波数を同定して 2次 IIRノッチフィルタのパラメータを設定する方式[9][10]，
2 慣性共振系に対し速度指令からモータ速度までの伝達特性が規範モデルに一致する
ように 2 次 IIR ノッチフィルタのパラメータを自動調整する方式[11]，3 慣性共振系
に対して，直列接続された 2 つの 2 次 IIR ノッチフィルタを第 1 の機械共振モードが
発生する条件で 1 つ目のノッチフィルタを自動調整し，ついで第 2 の機械共振モード
が発生する条件で 2 つ目のノッチフィルタを自動調整する方式 [12]，が提案されてい
る．文献[7]-[12]は，対象の機械共振モードの数が 1 または 2 であることを前提に，IIR
22 
 
ノッチフィルタを 1 つまたは 2 つ準備して自動調整動作を行うものである．また文献
[12]では，2 つの機械共振を同時に自動調整することはないとしている． 






















度制御器は，デジタル制御であるが，連続系 PI 制御器で簡略的化した．J は，モータ
軸換算の機械系全体の慣性モーメント，ωSC は，機械系を慣性モーメント J の剛体と
した場合の速度応答の設計値（開ループ交差周波数）であり，ωPI は PI 折れ点周波数
である．無駄時間 Td1 は，速度制御周期 0.5 ms の半分と演算遅れ 0.1 ms の合計値 0.35 
ms である．サーボモータは 3 相交流モータであるが，ベクトル制御と電流制御が行
われているので，トルク指令値 Tm*からモータトルク Tmまでの応答を，2 次系と無駄
時間 Td2 で近似した．後述する実験装置の特性に基づいて，ωcc=4000 rad/s，ζ=0.8 とし，
Td2 は電流制御の制御周期 0.1 ms の半分と演算遅れ 0.1 ms の合計値 0.15 ms とした．














(b) モータ速度 (シミュレーション) 
 


























  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (１) 
ここで，ωSC =450，ωPI =30，共振周波数 ωp=1000 rad/s，反共振周波数 ωz=707 rad/s，
ダンピング ζp =ζz =0.02 とした．速度応答波形には，閉ループボード線図のゲインピー
ク周波数 1400 rad/s に対応した，顕著な振動が発生している． 























































































solid : open loop
dot : closed loop
















(a) Notch frequency ωn is matched to resonance frequency ωp. 
 
(b) Notch frequency ωn is set to vibration frequency 1400rad/s in Fig.3.2(b). 
 

















  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (２) 
ここで，ωn：ノッチ周波数，ζn：ノッチ帯域幅，gn：ノッチ深さ 
 
図 3.3 (a)は，(2)式の ωnを共振周波数 1000 rad/s に一致させ，ζn=0.5，gn=0.02 と設定
した場合であり，良好に速度振動が抑制されていることがわかる．図 3.3(b)は，モー















































図 3.4 提案手法を適用した速度制御系の構成 
 
図 3.4 に，サーボモータの速度制御系に提案法を適用した場合の構成を示す．同図
において，速度指令 ωrをローパスフィルタ GL(s)に通したものを，適応 FIR フィルタ
の参照信号 r とする．また，モータの速度信号 ωmをハイパスフィルタ GH (s)に通すこ
とによって ωmに含まれる振動成分 d を抽出する．ここで，GL (s)，GH (s)は (3)式，(4)
式で与え，その遮断周波数は速度制御の目標応答 ωsc と同じ値とする．これにより，
参照信号 r は速度指令に同期しかつ所定の目標応答 ωsc の 1 次遅れ信号となり，振動

















  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (４) 
 
次いで，(5)式のように参照信号 r に振動成分 d を加算した信号を適応 FIR フィルタ
の入力信号 x とする．これにより，x は，速度指令 ωr に対する 1 次遅れ信号である r
に除去すべき振動成分 d が重畳した信号となる． 
 
drx   ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ  (５) 
 
適応 FIR フィルタ部の FIR フィルタは信号 x を入力しその出力 y と参照信号 r との誤




































































aNを調整する．参照信号 r に振動成分 d を重畳させた信号 x が，参照信号 r に近づく













ィルタの特性について確認する．まず，タップ数 N の FIR フィルタの漸化式は (6)式
で表される[12]． 
 








i ikxkaky  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ （６） 
 
ここで， N=3 の 3 タップの FIR フィルタを考える．例えば，サンプリング周期が
Ts ，波数 ωn1 でのゲインが gn1(<1)，直流ゲインが 1 という条件(a0+a1+a2=0)を与える
と，ノッチ周波数 ωn1，ノッチ深さ gn1であるノッチフィルタとなる係数 a0~a2が，(7)， 

































































係数を a0=α2，a1=0，a2= -1+α2，α2=0.6，0.65，0.7 とおいた場合のボード線図であり，





(a) Ts=2 ms , ωn1=800, 900, 1000 rad/s,  gn1=0.01,  a0～a2 は(7)式, (8)式で与えた 
 
 
(b)  a0=α2，a2=-1+α2，  (α2=0.6, 0.65, 0.7） 
 




3.3.3 振動抑制 FIR フィルタのタップ数について 
サンプリング周期 Ts，N タップの FIR フィルタにおいては，y(k)=(1-γ) x(k)+ γ x(k-
N)，(0< γ <1)とした場合に 小のノッチ周波数 ωn_minが得られ，y(k)=(1-γ) x(k)+ γ x(k-1)
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だし，NLMS アルゴリズムの収束条件として 0<β< 2 の制約がある[12]． 
































本節では，図 3.4 において機械系 GM(s)が慣性モーメント J の剛体とみなせる場合
と，(1)式の 2 慣性系である場合についてシミュレーション検証を行う．表 3.1 に，制
御対象の特性，制御器の応答設定，適応 FIR フィルタおよび振動抑制 FIR フィルタの
仕様を示す．タップ数 N=17，Ts=0.25 ms なので，(9)，(10)式の ωn_max，ωn_minは， 12566，
785 rad/s であり，以下のシミュレーションで現れる振動周波数はこの範囲に含まれ 
29 
 
表 3.1 シミュレーション条件 
 
 
る．フィルタの係数の初期値は，ゲイン 1 の直達要素となるように a0=1，a1～a16=0 と
設定した．なお，(11)式の βは，シミュレーションで何通りか試して β=0.05．とした． 
(1) 機械系が剛体である場合 
図 3.6 に示すように，機械自体には振動要素はないが，制御器等の位相遅れにより








(2) 2mass  system
　Resonance frequency ω p 1000 rad/s
　Anti-resonance frequency  ω z 709 rad/s
　Damping cofficient ζ p , ζ z 0.02
Speed controller 　PI control
　(1) ωsc  ,  ωPI 1200 rad/s, 40 rad/s
　(2) ωsc  ,  ωPI 450 rad/s , 30 rad/s
  Time-delay T d 1, T d 2, T d 3 0.35, 0.15, 0.25 ms
Torque(current) control system 2'nd order system
　Cut off frequency ω cc   4000 rad/s
　Damping coefficient ζ cc 0.8
Adaptive FIR filter
  Sampiling time  T s 0.25 ms
  Number of taps  N 17
  Adaptive algorithm NLMS
  Parameter  β 0.05
Vibration suppression filter FIR filter
  Sampiling time 0.25 ms

































solid : open loop













(d)  自動調整後の振動抑制フィルタのボード線図 
図 3.7 提案手法による振動抑制フィルタの自動調整（シミュレーション） 
 
(2) モータと負荷機械が 2 慣性共振系である場合 
図 3.8 に矩形波状の速度指令を与えた場合のシミュレーション結果を示す．同図
(a)(b)から，自動調整により振動が抑制されることがわかる．同図(c)は自動調整が収



























































ープ系は 1400 rad/s にゲインピークを持つ振動系であるが，振動抑制フィルタは，











図 3.8 提案手法による振動抑制フィルタの自動調整（シミュレーション結果） 

























































(1) 機械系が 2 つの機械共振を持つ場合 













図 3.9 実験装置の構成 
Servo Motor                              Mitsubishi® HG-KR23
  Rated power  200 W
  Rated speed  3000 r/min
  Rated torque  0.64 Nm
  Moument of inertia  2.21e-5 kg･m
2




  Tortional stiffness  4000 Nm/rad
  Moument of inertia  1.15e-5 kg･m
2
Ball screw  NSK® SKR46
  Diameter  0.015 m
  Length  0.82 m
  Effective stroke  0.70 m
  Lead  0.01 m/rev
  Moment of inertia  3.18e-5 kg･m
2
Moving table













































表 3.3 に，速度制御とトルク制御の応答設定，および適応 FIR フィルタと振動抑制
















図 3.10 サーボモータの制御に使用した RCP 検証装置の構成 
 
Servo control system
  dSPACE® real-time controller DS1006 system
  Speed PI controller
     ω sc   , ω PI 735 rad/s , 70 rad/s
     Sampling time  Ts   100 μs
  Current PI controller
     Sampling time   50 μs
     Cut-off frequency   6000 rad/s
  Vibration suppression FIR filter
     Number of taps  N   17
     Sampling time   100 μs
  Adaptive FIR filter
     Adaptive algorithm   NMLS
     Number of taps  N   17
     Parameter  β   0.05

































なお，タップ数 N=17，Ts=0.1 ms なので，(9)，(10)式の ωn_max，ωn_minは， 31416，1963 
rad/s であり，実験装置の振動周波数と適合している． 
図 3.12 に，速度指令を振幅±100 r/min の矩形波状に与えた場合の応答を示す．自
動調整が始まると振動が速やかに抑制されていることがわかる．また，同図(b)の拡大




図 3.14 は，テーブルの動作速度が数 mm/s という極低速の動作を想定して，速度指
























































(b) 自動調整前のモータ速度波形の拡大  
 
図 3.12 実験結果 
 
 






























思われる．なお，1.4 s 付近で自動調整を開始することで振動は抑制されている． 
図 3.16 は，従来事例で示した速度指令とは独立に参照信号 r を生成する手法を適用




















































































































装置，適応フィルタの構成は，表 3.2，表 3.3 と同じである．図 3.17 は，モータトル
ク指令から，モータ速度の検出信号までのボード線図である．約 3000 rad/s で位相余
裕が零になっている．また，モータ軸のねじり剛性による機械共振があるが，トルク
制御応答の帯域によりゲインが低下しているため，この実験には影響はない． 

























































(b) 自動調整後の振動抑制 FIR フィルタのボード線図 








































































し，図 3.4，図 3.9 の構成において参照信号 r は速度指令 ωr から作成するので，停止
状態では参照信号 r は零となって振動が発生しても，適切な調整が行えないことは明




3.5 第 3 章のまとめ 
 本章では，産業機械のボールネジ駆動系で発生する高域の振動を抑制するために，
















































































     
              
(a) Active mass damper  (b) Active vibration isolator   (c) Reactionless linear motor 
 




















































図 4.2 に，提案法における制御システムの基本構成を示す．可動部 M1 および付加
質量 M2 の位置は，リニアスケールを用いて架台に対する相対位置として制御周期毎
に検出する．また，速度は位置信号を差分することで検出する．サーボアンプ 1 とリ
ニアモータ 1 で，架台に対する相対位置指令 x1B*に基づいて可動部 M1 の相対位置の
制御を行い，サーボアンプ 2 とリニアモータ 2 および付加質量 M2 からなるアクティ
ブ制振機構を使って，架台 MB の振動抑制を行う．サーボアンプ 2 は，光サーボネッ
トワーク[19]を介してサーボアンプ 1 から獲得した可動部 M1 の推力 F1 に基づいて可








図 4.2  提案手法を用いた場合のシステム構成  
 
4.3.2 機械のモデル化と提案法における制御系の構成 
図 4.3 に，図 4.2 に示したアクティブ制振機構を含む機械部分をモデル化したブロッ
ク図を示す．架台，可動部，付加質量とも質点系とし，それぞれ水平方向に運動する
ものとする．架台に対する相対位置をリニアエンコーダで検出し，サーボアンプ 1 で
可動部 M1 を駆動する際に発生する架台 MB の振動を，サーボアンプ 2 で負荷質量 M2
を駆動することで抑制するものである．同図で，M1 は可動テーブルの質量，M2 はア
クティブ制振機構の付加質量，MBは架台の質量，KB ，CBは架台の床面との間の水平





も零とみなせるので，その位置制御は位置 P 速度 P 制御の構成とする． 
図 4.4 に上述の簡略化した機械モデルに提案するアクティブ制振を適用した制御系
の構成を示す．可動部 M1 の位置制御は規範モデルを用いた 2 自由度位置制御[20]と
し，フィードフォワード制御部は，理想剛体に対する駆動推力 Fa
*（=M1αa)と，モデ




































































































































































































 付加質量 M2の 大変位を求めるために推力 Fa*から相対位置 x2Bまでの伝達関数を
考える．架台質量 MBは付加質量 M2に対し十分に大きくその変位 xBは M2の絶対変位












  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (1) 
ここで，可動部 M1 を図 4.5 の三角波速度パターンで動作させるのに必要な推力 Fa
*
は，振幅値 M1Vmax/T1 の矩形波となるから，この時の M2の変位 x2の時間応答を求める
と式(2)～(4)となる． 
   112 0,11)( Tteatktx at    ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (2) 
    1112 2,1211)( 1 TtTeeatktx atT    ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (3) 







k  ， 22 4 pcsc   ， 22 pca   
x2 の 大変位では，式(3)の右辺の時間微分が零になることを利用して M2 の 大変位
x2Bmaxを求めると次式となる． 
1 1 exp 	
































  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (6) 
したがって，推力 Fa*を可動部質量 M1 に与えた場合の架台加速度αB の時間応答は，
式(7)～式(12)で与えられる． 
10,)()( TttytB   ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (7) 
111 2,)(2)()( TtTTtytytB   ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (8) 
tTTtyTtytytB  111 2,)2()(2)()(  ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (9) 
ここで， 



















































A1tan  ， 22 pca   
式(10)の第 1 項が，架台の固有振動モードによる振動加速度成分であり，その振幅 R1
は式(11)より与えられる．また，アクティブ制振を行わない場合の架台加速度αBの振















   ꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏꞏ (14) 
 以上のように本提案によれば，付加質量 M2 とその位置制御ゲインωpc2 をパラメー










 図 4.6 と表 4.2 に，実験に使用した機械装置の諸元と外観を示す．可動部は，左右
2 台のリニアモータによって架台上を移動する．アクティブ制振機構は，リニアモー
タで付加質量を駆動する構造となっている．また，架台振動は架台上の加速度センサ








図 4.6 実験装置 
 
表 4.1 実験装置の諸元 
可動部 








 MB 1400 kg 
 固有振動数 36Hz 
 
 
表 4.2 制御装置の応答設定 
 可動部 M1 の制御 
ωpc 225 rad/s ωpc1 223 rad/s 
ωsc 900 rad/s ωsc1 680 rad/s 
  ωPI1 120 rad/s 
 付加質量 M2 の制御 
ωpc2 5 rad/s ωsc2 4ωpc2 
 可動部の速度パターン（図 4.5） 
Vmax 2 m/s T1 81.6 ms 
 
4.4.2 従来法による実験結果 
実験では，図 4.5 の速度パターンで Vmax=2 m/s，T1=81.6 ms とし 50 ms の停止期間を
おいて一方向に 163 mm ずつ可動部を断続的に移動させた．この 163 mm は，実験に
51 
 
使用した装置が実際の生産ラインで使用される場合の 1 回の動作での 大変位であ
る． 
 図 4.7 に架台の振動抑制対策を行わない場合の実験結果を示す．同図(a)の振動対策
を行わない場合は顕著な架台振動が発生していることがわかる．可動部 M1 の位置偏
差が±20μm の整定幅に入るまでの時間（以下，整定時間）は 11 ms である． 
 次に，図 4.8 に位置指令 x1B
*をノッチフィルタに通して用いた場合の実験結果を示
す．ノッチ周波数は架台の固有振動周波数 36 Hz に設定した．架台振動は十分抑制さ









図 4.8 実験結果（指令ノッチフィルタによる振動抑制） 


































































































図 4.9 実験結果（付加質量の位置制御を行わない場合）  
 
図 4.9 は，付加質量 M2 の位置制御は行わない状態で，M2 を M1 と逆極性の推力－Fa
*
で駆動した場合の実験結果である．実験では，付加質量 M2 は，片端に寄せておき反
対側の 500 mm地点に衝突に備えてショックアブソーバを配置し，さらにその手前 480 




4.4.3 提案法によるアクティブ制振機構の設計   
 図 4.10 は，式(5)，式(14)に付加質量 M2とその位置制御応答ωpc2をパラメータとし






±200 mm とし，架台の残留振動率βの目標値を 10 %と設定した．そして，この仕様
を満足するため図 4.10 に基づいて，付加質量とその位置制御応答をそれぞれ M2=15 
kg，ωpc2=5 rad/s と設定した．なお，可動部 M1の位置制御は，図 4.7，図 4.9 と同じ構
成で，応答設定も同一である． 

































































(a) ωpc2 と付加質量 M2 大変位 x2maxとの関係 
 
 
(b) ωpc2 と残留振動率βの関係 
 
図 4.10 位置制御応答ωpc2, 付加質量 M2の 大変位 x2max および残留振動率βの関係 
  
 
（上から 可動部 M1 の速度，可動部 M1 の位置，架台の振動加速度，付加質量の位置） 
 















































































































 図 4.11 に，図 4.7，4.8，4.9 と同様に可動部 M1 を動作させた場合の応答波形を示
す． 大変位 x2maxは 185 mm，残留振動率βは制振を行わない図 4.7 の 10 %程度であ
り設計仕様を満足していることがわかる．また，整定時間は 11 ms であり図 4.8 の指
令ノッチ方式の 1/2 となっている． 
 図 4.12 は，可動部を 5 mm 毎に断続移動させた場合の実験結果である．(a)が振動対
策を行わない場合，(b)が提案法を適用した場合である．良好な振動抑制効果が得られ










 (b) 提案手法 
 
図 4.12 実験結果（可動部の 5 mm の連続送り動作） 
 
  













































































































4.4.5 評価と考察   
 ここでは，従来法と提案法の実験結果について評価と考察を行う． 
(1) 指令ノッチ方式 
 図 4.8 に示したように，架台振動の制振効果は高いものの，可動部 M1 の整定時間
が，制振を行わない図 4.7 の 2 倍の 22 ms に増加している．本実験に使用した電子機
器組み立て装置では要求される位置決め特性から可動部の速度応答は 900 rad/s に設












図 4.11 において 大変位 x2Bmax，残留振動率βとも図 4.10 の設計値に良く一致した
結果が得られている．また，可動部の位置決め整定時間は 11 ms であり，図 4.8 の指
令ノッチ方式の 1/2 に改善されている． 
図 4.12 の 5 mm の断続移動においても提案法の架台振動αBの振幅レベルは約 1/10
となっており設計仕様通りの特性を示している．また，図 4.11，図 4.12 において，提
案法では架台振動が抑制されたことにより，可動部 M1 の位置偏差波形における振動
やオーバシュートが十分に減少していることがわかる． 
図 4.13 に付加質量 M2=10 kg，15 kg，M2の位置制御応答ωpc2=5，10rad/s の条件で実
験した場合のωpc2と 大変位 x2Bmax，残留振動率βの関係をプロットした結果を示す．














量の許容変位 x2Bmax，付加質量 M2 とその位置制御応答ωpc2 の四つであり，いずれも
制御器や機械装置に係る具体的な諸量であり実際の設計や現場での取り扱いは容易
である． 
 また，可動部質量 M1の設定誤差は，架台振動の抑制効果や付加質量 M2の動作範囲
の設計値の誤差につながるが，現在市販されているサーボアンプに一般的に装備され
ている質量の推定機能を用いることで，サーボアンプ 1 からサーボアンプ 2 に伝達さ
れるモデル推力指令 Fa
*は実使用上支障のないレベルに補正可能と考える． 
 さらに，可動部 M1 の整定時間は，基本的にその位置制御系の応答設定で決まる．






































































本手法を 5 軸の大型搬送ロボットのサーボ制御システムに適用しその評価を行った．  
 本章においては，5.2 で，産業機械のサーボ制御システムの従来の検証手法とその
課題について述べ，5.3 で，産業機械のサーボ制御システムのモデルベース手法の提
案を行う．5.4 で，提案手法の 5 軸の大型搬送ロボット，スタッカークレーン，プレ
ス機械への適用結果を示し提案手法の有効性について考察を行う．なお， 
 







































































































































































の電力系のモデリングツールである Simscape Power Systems [18]を用いて作成する．
サーボモータのモデルは，必要な精度に応じて MATLAB/Simulink または電磁界解析








































































図 5.5 独自作成した機械，電気回路，モータ，制御系のモデルライブラリを組み込んだ 
Simulink ライブラリ 
5.3.2 MILS 検証 









5.3.3 HILS 検証システム 
図 5.7 に，提案する MBD 手法における HILS 検証システムの構成を示す．システム
は，実際のコントローラ，実際のサーボアンプの制御ユニット基板，サーボアンプの
パワー回路，コンバータ，電源，サーボモータおよび機械のモデルを実装したリアル
タイムシミュレータとホスト PC を接続した構成となっている．各モデルは，図 5.5 に
示した Simulink モデルをリアルタイムシミュレータの実行コードに変換した形で実
装される[19]．ただし，スイッチング動作を伴うパワー回路とサーボモータの位置を
















































































(1)パワー回路モデル：サーボアンプからの PWM(Pulse Width Modulation)信号を，FPGA
を用いてリアルタイムシミュレータの計算周期 10 μs 間での平均電圧に変換する．
PWM 信号のスイッチングはリアルタイムシミュレータの計算周期とは非同期で発
生するため，FPGA において 20 ns 周期でサンプリングし 10 μs 間での平均電圧に変
換している．なお，PWM 信号生成のキャリア周波数は 10 kHz である．ここではサ


























図 5.8 リアルタイムシミュレータとホスト PC の処理内容とその関係 
 
5.4 提案手法の適用結果と考察 
5.4.1 5 軸搬送ロボットへの適用 




納する．ロボットは A 点でワークを取出し，B 点で次の装置にワークをセットする動
作を繰り返し行う． 
機械メーカの要求仕様は，上述のワークの搬送動作を毎分 18 回から毎分 25 回に
40 %引き上げた場合でも，ワークの取り出しやセット時のアーム先端のオーバーシュ
ート量は従来同等であり，かつモータトルクも許容値以下という条件を満足する制御
方式を 1 ヶ月間で開発することであった．そこで，図 5.3 に示す提案手法の流れに沿
って， 初に MILS 検証によってオーバーシュートの原因の把握とそれを抑制する制
御方式の開発検証を行い，次に HILS 検証を用いて機械メーカに納入するサーボ制御
システムでの動作検証を行った．以下，その詳細について述べる． 
(1) モデルの作成 3D-CAD 図面等の入手は困難であるが，サーボモータ，サーボ
アンプおよびコンバータの出力容量を算出するために必要な，機械の動作パターン，
主要な構造部材の概略形状や質量，各軸の減速器のデータは機械メーカから提示され



















図 5.11 MILS 検証において軸 2 の減速器の剛性が低い場合のアーム先端の軌跡 
 
(2) MILS 検証 (1)で作成した機械モデルと図 5.5 の Simulink ライブラリのモー
タ，制御系を組み合わせて MILS 検証を行った結果，軸 2 のサーボモータが位置指令
通りに動作しても軸 2 の減速器のねじり剛性によってアーム先端の軌跡に誤差が生
じ，その誤差は 1 分間当たりの動作回数が高くなるほど増加することを確認した．図
5.11 は，MILS 検証において軸 2 の減速器の剛性値をわざとカタログ値の 70 %に設
定した場合の応答波形であり，前進時および後進時の指令とアーム先端軌跡の偏差が
大きく軸 2 の減速器の剛性値の影響が大きいことがわかる．そして，種々の制御方式
を MILS 検証で検討した結果，軸 2 の位置指令パターンから算出した角加速度に応
じて位置指令を補正する方式を新たに開発し，補正パラメータの調整を MILS 検証で
行った．  
(3) HILS 検証 次に HILS 検証結果について説明する．ここで示す HILS 検証結
果は実機検証前に採取したものである．図 5.12 に，毎分 25 回の搬送動作を行った場























図 5.12 HILS 検証における吸着点付近の指令の軌跡とアーム先端の軌跡 
 
表 5.1 取出し点（A 点）でのアーム先端のオーバーシュート量の比較 
 
 


























































X方向 Y方向 X方向 Y方向
HILS検証 +11.5mm +16.7mm +0.04mm +9.6mm
実機検証 +11mm +11mm +0.1mm +4.4mm
71 
 
図 5.13 に，HILS 検証と実機検証で採取した毎分 25 回動作時の軸 1～軸 5 のモー
タ速度とモータ電流波形を示す．HILS 検証結果は，実機検証前に採取したものであ
る．全体両者の波形はおおよそ一致していることがわかる．2.0～2.3 s が A 点付近で
の動作波形に該当する．図 5.13(a)の軸 1 の実機検証波形においてトルク波形が 2 つ
あるのは，図 5.9 に示したように 2 台のモータで並列駆動しており，両者の特性に差








以上の検証作業は，1 ヶ月（実働 22 日）の要求期限に対し，実働 16 日間で完了し
た．その内訳は以下のようである．①SimulationX を用いた機械モデル作成に 5 日，
②MILS 検証によるオーバーシュート要因の把握に 2 日，③HILS 検証システムの立
上げに 1 日を要した．①，②，③の作業は並行して行った．④MILS 検証を用いた位
置指令補正制御方式の開発とそのパラメータ調整，および位置・速度制御のパラメー
タ調整に 7 日間を要した．⑤位置指令補正制御アルゴリズムのコントローラへの実装
と HILS 検証に 1 日間を要した．⑥実機検証は，装置の立ち上げに 1 日間，MILS 検





(a) HILS 検証                (b) 実機検証 















































































































































































































部にある状態で機械メーカから提示された 3 Hz となるようにマスト基部のばね定数
を調整した．また，車輪のスリップ特性は，自動車タイヤのスリップモデルを採用し
た．検証対象としたスタッカークレーンは，高速搬送用でマスト高さ約 8 m であり，

















































































図 5.18，図 5.19 に，HILS 検証システムおよび実際のスタッカークレーンでの応答











      (a) HILS 検証                 (b) 実験波形 
 
図 5.18 振動抑制を行わない場合（トップ速度：200 m/min，加減速レート：0.2 G） 
 

















































































































































































      (a) HILS 検証                 (b) 実験波形 
 





































































































































































































図 5.21 クランクプレスのサーボ制御系の構成 
 
（２）クランクプレス機のモデル化 
図 5.22 に，機械メーカから提示された表 2 の基本緒元に基づいて SimulationX で作










































図 5.23 過電圧抑制制御の構成 
 
（４）検証結果と考察 
図 5.24，図 5.25 に，HILS 検証システムと機械メーカでの実証実験での応答波形を









 （５）検証期間について  
以上の検証作業は，1 ヶ月（実働 22 日）の要求期限に対し，実働 16 日間で完了し
た．その内訳は以下のようである．①SimulationX を用いた機械モデル作成に 5 日，
②MILS 検証によるオーバーシュート要因の把握に 2 日，③HILS 検証システムの立
上げに 1 日を要した．①，②，③の作業は並行して行った．④MILS 検証を用いた位
置指令補正制御方式の開発とそのパラメータ調整，および位置・速度制御のパラメー
タ調整に 7 日間を要した．⑤位置指令補正制御アルゴリズムのコントローラへの実装
と HILS 検証に 1 日間を要した．⑥実機検証は，装置の立ち上げに 1 日間，MILS 検























                (a) HILS 検証       (b) 実験波形 
 
図 5.24 従来のブレーキチョッパによる DC-Link 電圧の過電圧抑制制御 
 
 
                (a) HILS 検証       (b) 実験波形 
 















は少なくとも 30 %の期間短縮できたと考える． 
 























































抑制 FIR フィルタの自動調整方式を提案した． 























































の HILS 検証では，制御，機械，電気の連成現象を取り扱えることを確認した． 
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